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主要事業一覧表

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「総合戦略」地域子
育て支援拠点事業
（Ｐ141）

１９か所の地域子育て支援拠点において、子育て中の親
子が交流できる場を提供し、子育てに関する悩みについ
て相談に応じたり、子育て情報を提供したりすることで子
育ての不安感を緩和する。また、３か所の地域子育て支
援拠点に子育て支援コーディネーターを配置し、子育てに
関する様々な相談に応じるほか、各種サービスの情報提
供を行う利用者支援事業を実施するなど、地域の子育て
支援機能の充実を図る。

137,079 こども課

「総合戦略」こども医
療費助成事業
（Ｐ142）

子育てをする保護者の経済的負担の軽減を図るため、高
等学校卒業までの子供の入院、通院に要する医療費の
無料化を実施する。

682,843 こども課

「総合戦略」子育て世
代包括支援センター
運営事業
（Ｐ143）

妊娠期から子育て期にわたる子育て世代の様々なニーズ
に対応するため、本庁舎及び母子健康センター内の「く
まっこるーむ」に母子保健及び子育て支援コーディネー
ターを配置し、子育て関連部署と連携することで、切れ目
のない支援を行う。

21,984 健康づくり課

総合子育て支援施設
整備基本計画策定
事業
（Ｐ143）

子育て施設、保育所、保健施設など子育て世代を支援す
る「総合子育て支援施設」の整備に向け基本計画を策定
する。

19,000 こども課

「総合戦略」放課後
児童保育室整備事
業
（Ｐ150）

昼間、保護者のいない家庭の児童の健全育成を図るた
め、待機児童等の状況に応じ、児童クラブを整備する。令
和２年度は、令和３年度に整備予定の第２佐谷田児童ク
ラブの設計を行う。

5,401 保育課

夏休み児童クラブ拡
充事業
（Ｐ150）

長期休業期間である夏休みの保育ニーズに応えるため、
利用希望の多い小学校において、期間を限定し児童クラ
ブを開設する。

2,772 保育課

「総合戦略」産後ケア
事業
（Ｐ171）

産後の心身の不調や育児不安を解消するため、市内の
実施医療機関において、必要に応じて宿泊又は通所によ
り心身のケア及び育児サポートを実施する。

3,020 健康づくり課

「総合戦略」英語教
育推進事業
（Ｐ267）

小・中学校における英語教育の充実と国際感覚を養うた
め、通年英語指導助手を派遣する。また、英語力日本一
を目指し、ストーリー性のある教科書を１年間で何度も繰
り返し学習する「ラウンドシステム」を、市内全中学校の１
年生から実施するとともに、全中学生を対象に、「聞く」、
「読む」、「話す」、「書く」の４技能測定ができる英語テスト
「ＧＴＥＣ」を実施する。

120,032 学校教育課

１　総合戦略

　①　結婚・出産・子育て支援
（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「総合戦略」学習支
援充実くまなびス
クール(小学校)事業
（Ｐ269）

3,548

「総合戦略」学習支
援充実くまなびス
クール(中学校)事業
（Ｐ269）

7,670

「総合戦略」学校給
食費第三子以降無
償化事業
（Ｐ316）

多子世帯の経済的な負担を軽減するため、小・中学校に
通う第三子以降の子供の学校給食費を１０月から無償化
する。

10,253 教育総務課

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「総合戦略」おいでよ
熊谷！新幹線らく賃
通勤事業
（Ｐ86）

東京等に通勤する若年層（４０歳未満）の転入を促進する
ため、市内に住宅を新築又は購入した者に対し、新幹線
定期券購入代金の一部を最長２年間にわたり補助する。

6,000 企画課

「総合戦略」スマート
シティ推進事業
（Ｐ86）

「多核連携型コンパクト＆ネットワークシティ」の形成に向
け、公・民・学の連携の下、先進的技術やそれぞれが保有
するデータの活用により地域課題の解決を図り、持続可
能な都市を目指す「スマートシティ」を推進する。令和２年
度は、基本構想を策定する。

9,046 企画課

「総合戦略」スポーツ
コミッション事業
（Ｐ103）

スポーツと観光の融合によるスポーツツーリズムを推進す
るため、スポーツの主催者や来訪者のニーズに柔軟に対
応できるワンストップサービス窓口となるスポーツコミッ
ションを設立し、交流人口の拡大や地域経済の活性化を
図る。令和２年度は、新たに市内で開催する大規模ス
ポーツ大会に対する助成制度を創設し誘致の促進を図
る。

4,073
スポーツ観
光課

「総合戦略」スクマ
ム！クマガヤ推進事
業
（Ｐ104）

「スクマム！クマガヤ」のスローガンの下、官民が一体と
なってラグビーを通じた取組を展開し、まちの活性化とラ
グビータウンとしての魅力あるまちづくりを推進する。

15,380

ラグビー
ワールドカッ
プ２０１９推
進室

「総合戦略」三世代
ふれあい家族住宅取
得等応援事業
（Ｐ128）

親世帯と子世帯がお互いに支援し合うことにより、高齢者
の孤立防止や子育て応援等を図るため、市内で親世帯と
子世帯が同居又は近居するために住宅を新築、購入又
は増改築に要した費用の一部を補助する。

50,020
長寿いきが
い課

　②　転入・定住促進

（単位：千円）

（単位：千円）

学力日本一を目指し、小学校４年生から中学校３年生ま
でを対象に、教員経験者や大学生等の指導者により、
個々の児童生徒に応じたきめ細かな補充学習を全校にお
いて実施する。

学校教育課
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「総合戦略」スマート
ハウス補助事業
（Ｐ164）

「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」「エネルギーの見える化」設備
を導入した住宅を市内に新築又は購入した者に対し、費
用の一部を補助する。

25,000 環境政策課

「総合戦略」住宅リ
フォーム資金補助事
業
（Ｐ212）

市内の住宅環境の向上と地域経済の活性化のため、市
内の施工業者が行う住宅リフォーム工事の費用の一部を
補助する。

22,000
商工業振興
課

「総合戦略」奨学金
利子支援事業
（Ｐ265）

大学等を卒業後、就労しながら奨学金を返済する市内在
住者（４０歳未満）に対し、利子額を補助（年間３万円を限
度）することにより、若年層の負担軽減を図るとともに、定
住・転入を促進する。

1,960 教育総務課

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「総合戦略」企業誘
致推進事業
（Ｐ208）

産業の振興及び就労機会の拡大並びに自主財源の確保
を図るため、市外企業の誘致や既存企業の事業拡大の
支援として奨励金の交付等を行う。

562,901
商工業振興
課

「総合戦略」空き店舗
活用支援事業
（Ｐ210）

地域商業の活性化と市民の暮らしやすさの向上を図るた
め、市内の空き店舗を利用して開業する事業者に対し、
開業費用の一部を補助する。

4,211
商工業振興
課

「総合戦略」まち元
気・熊谷市商品券発
行事業
（Ｐ210）

市内における消費喚起と地域経済の活性化を目的に、市
の補助制度等の一部について、現金支給から、市内の登
録店のみで利用できる熊谷市商品券に替えて交付する。
また、商品券の利用を希望する方に対し窓口販売を併せ
て実施する。

259,030
商工業振興
課

「総合戦略」企業内
保育所設置促進事
業
（Ｐ211）

子育て中の従業者が働きやすい職場環境づくりや女性の
再就職を促進するための支援として、事業所内に保育施
設を整備する企業に対し、整備費の一部を補助する。

5,000
商工業振興
課

「総合戦略」中小企
業融資あっせん事業
（Ｐ212）

中小企業の振興と経営の安定を図るため、市内金融機関
による市制度融資のあっせんを行うとともに、中小企業一
般事業資金融資について利子の一部を補助する。

781,300
商工業振興
課

「総合戦略」池上地
区「道の駅」整備事
業
（Ｐ230）

ほ場整備事業により創出された非農用地を活用し、道の
駅を整備する。令和２年度は、基本設計、埋蔵文化財発
掘調査等を実施する。

107,375
東部地域開
発推進室

「総合戦略」ソシオ流
通センター駅周辺整
備事業
（Ｐ239）

ソシオ流通センター駅周辺の計画的な整備を行う。令和２
年度は、市街化区域への編入に向け、区画整理事業認
可申請書及び都市計画変更図書の作成や測量及び不動
産鑑定等を実施する。

32,000
東部地域開
発推進室

（単位：千円）

　③　就業機会を増やす

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「暑さ対策」ＰＲ車両
整備事業
（Ｐ71）

暑さ対策をＰＲするデザインの公用車を導入し、暑さ対策
の啓発を行うとともに、各種イベントの際に、テントや熱中
症対応キット等を積載した移動休息所として活用し、熱中
症予防を行う。

3,160 庶務課

「暑さ対策」暑さ対策
マスター検定事業
（Ｐ76）

熱中症予防に関する情報を、市ホームページにおいてク
イズ形式で公開する。難易度別に初級・中級・上級の３種
類に分類し各級の合格者へ認定証を交付、抽選で賞品を
贈呈する。

97 広報広聴課

「暑さ対策」熊谷夏の
おもてなし事業
（Ｐ86）

熱中症搬送者が多く発生する時期に、熱中症予防カード
及び塩あめを組み合わせた「おもてなしセット」を配布し、
熱中症予防の啓発を行う。

250 政策調査課

「暑さ対策」外付け日
よけアシスト事業
（Ｐ165）

夏の室温上昇を抑制し、熱中症を予防するため、住居に
外付けのサンシェードやブラインドを設置する費用の一部
を補助する。

2,000 環境政策課

「暑さ対策」熱中症に
備えるガイドブック発
行事業
（Ｐ175）

市民一人一人が熱中症に対する知識を持ち、熱中症に対
する事前の備えができるよう、熱中症の知識、予防法、応
急処置等を記載した熱中症ガイドブックを発行し、市内全
戸に配布する。

2,500 健康づくり課

「暑さ対策」遊具で遊
べるんるん事業
（Ｐ246）

夏場に公園で遊ぶ子供の安全向上のため、公園の遊具
に熱交換塗料を塗布し、遊具の高温化を抑制しやけどの
リスクを下げる。令和２年度は、新堀第４公園で実証実験
を行う。

525 公園緑地課

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

くまがや市民まごころ
運動推進事業
（Ｐ84）

校区連絡会の活動を支援し、自主的、主体的なまちづくり
を推進する。また、自らの地域を見直し、コミュニティ活動
の充実や課題を再検討し、住み良い地域づくりのための
計画を作成し、実施する校区に対し、地域計画加算金等
を交付する。

11,520
市民活動推
進課

市民活動推進事業
（Ｐ84）

市民と行政による協働のまちづくりを推進するため、市民
活動団体の増加と活動の活発化を促すよう、市民活動団
体への支援を行う。また、市マスコットキャラクター「ニャオ
ざね」のグッズ作製・販売や着ぐるみの貸出、市民も使用
できる新たなデザインの作成などの事業を展開し、本市を
ＰＲする。

6,157
市民活動推
進課

（単位：千円）

３　市民協働

（単位：千円）

２　暑さ対策
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

市民協働「熊谷の
力」身体障害児の生
活調査等事業
（Ｐ130）

「ＮＰＯにじいろ」との協働により、身体障害児（肢体不自
由児）の成長に伴うケアの課題を明らかにするため、ニー
ズ調査を行うとともに、市民や関係機関と連携し、当事者
家族による生活実態の発信と課題共有の機会を創出する
ため、シンポジウムを開催する。

420 障害福祉課

市民協働「熊谷の
力」くまっしぇ育自サ
イト開設事業
（Ｐ143）

「熊谷市地域子育て支援拠点連絡会くまっしぇ」との協働
により、子育てに関する悩み相談や地域の子育て関連情
報サイトを開設し、親自身が育ちながら楽しんで子育てを
することができる環境を整えるとともに、地域子育て支援
拠点の利用促進を図る。

1,400 こども課

公園サポーター制度
推進事業
（Ｐ245）

地元自治会等と協働し、地域に親しみのある公園づくりを
図るため、公園や広場の緑化、清掃、管理を行う公園サ
ポーター制度を推進する。

13,137 公園緑地課

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

市民生活支援事業
（Ｐ70）

市民生活の安定と向上のため、市民相談室において、弁
護士、税理士等による各種専門相談を実施する。また、消
費者被害防止のため、消費生活センターにおいて、消費
生活相談員による消費生活相談を実施する。加えて、消
費生活講座等を行い、悪質商法、架空請求等の消費者被
害の未然防止を図る。

3,630
市民活動推
進課

あんしんコール事業
（Ｐ129）

高齢者や障害者の在宅での急病等の発生時に、緊急通
報用の発信ボタンを押すことでコールセンター等に通報す
ることができるシステムにより、健康相談や利用者の日常
生活における見守りサービスも提供する。

6,521
長寿いきが
い課

安全なまち推進事業
（Ｐ135）

安心安全なまちづくりを推進するため、市内に防犯カメラ
２０基を設置する。また、各自治会が地域の防犯灯をＬＥＤ
化する費用や防犯カメラを設置する費用の一部を補助す
る。

85,348
安心安全課

空き家等対策事業
（Ｐ136）

地域の防犯や居住環境の整備・改善を図るため、特定空
家等に対する代執行等の措置を行う。令和２年度は、所
有者等に対し、解体費用の一部を補助し、空き家の解消
を促進する。

15,687 安心安全課

都市公園複合遊具
更新事業
（Ｐ246）

安全で親しみのある都市公園の利用を図るため、大型遊
具を計画的に複合遊具に更新する。令和２年度は、熊谷
さくら運動公園の複合遊具を更新する。

27,000 公園緑地課

（単位：千円）

４　防災対策・安全対策

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

消防設備充実事業
（Ｐ254）

消防活動に必要な車両及び資機材を更新する。令和２年
度は、屈折型はしご付消防自動車及び消防ポンプ自動車
を更新する。

195,699 消防総務課

消防水利整備事業
（Ｐ254）

既設の防火水槽や防火井戸の改修、大規模災害に有効
な耐震性防火水槽の新設を行う。令和２年度は、江南総
合公園地内に耐震性防火水槽を新設する。

67,540 消防総務課

防災のまちづくり事
業
（Ｐ258）

災害への対策の強化を図るため、災害用資機材や備蓄
品の拡充・強化を図るとともに、自主防災組織の育成支援
を行う。令和２年度は、新たな防災ハザードマップの作成
を行う。

163,583 危機管理課

ＦＭクマガヤ防災活
用事業
（Ｐ261）

防災情報を市民に確実に提供するため、ＦＭクマガヤの
放送用アンテナ及び送信システムの市役所本庁舎への
設置費用の一部を補助するとともに、災害時の情報提供
手段として避難所にラジオを配備する。

2,720 危機管理課

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

自立支援医療費給
付事業
（Ｐ123）

障害の程度を軽くし、又は取り除くための自立支援医療費
（更生医療、育成医療、療養介護医療）を給付する。

260,000 障害福祉課

重度心身障害者医
療費給付事業
（Ｐ125）

重度心身障害者の健康増進、福祉の向上及び経済的負
担の軽減を図るため、医療費を助成する。市内の医療機
関については、一部窓口無料を実施する。

413,086 障害福祉課

障害者自立支援給
付事業
（Ｐ127）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
め、障害福祉サービスの利用に係る費用の一部を給付す
る。

3,571,465 障害福祉課

障害児給付事業
（Ｐ128）

障害児の日常生活能力の向上を図るため、障害児通所
支援（児童発達支援、放課後等デイサービス等）に係る費
用の一部を給付する。

547,000 障害福祉課

埼玉県後期高齢者
医療広域連合負担
事業
（Ｐ129）

県内全市町村が加入する埼玉県後期高齢者医療広域連
合に対し、後期高齢者の医療給付費の一部を負担する。

1,712,140 保険年金課

障害者基幹相談支
援センター事業
（Ｐ130）

障害児者及びその家族からの第一次的な相談に応じ必
要な情報の提供及び助言を行うとともに、地域の相談支
援体制の充実を図る。

13,130 障害福祉課

（単位：千円）

５　健康・福祉
（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

大里広域市町村圏
組合負担事業
（Ｐ134）

大里広域市町村圏組合（２市１町で構成）における介護保
険事業に対する経費を負担する。

2,430,181
長寿いきが
い課

児童扶養手当等支
給事業
（Ｐ139）

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与するた
め、児童が１８歳に達する年度末まで（一定の障害のある
児童については、２０歳に達する日の属する月まで）手当
を支給する。

675,181 こども課

特別保育事業
（Ｐ140）

保育ニーズの多様化に対応するため、一時預かり、延長
保育、送迎保育、病児・病後児保育などを実施している民
間保育所等への補助を行う。

306,031 保育課

特定教育・保育施設
等給付事業
（Ｐ142）

認定こども園や子ども・子育て支援新制度に移行した幼
稚園等に対し、運営費の一部を給付する。

1,292,000 保育課

子育てのための施設
等利用費給付事業
（Ｐ143）

幼児教育・保育の無償化に伴い、子ども・子育て支援新制
度に移行していない幼稚園及び認可外保育施設等の利
用に要した費用を給付する。

357,000 保育課

児童手当等支給事
業
（Ｐ143）

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の
社会を担う児童の健やかな成長に資するため、中学校修
了前の児童を養育している方を対象に、手当を支給する。

2,730,415 こども課

保育所管理運営経
費
（Ｐ145）

児童福祉法等に基づき、公私立保育所において、保育を
必要とする乳幼児を保護者に代わって保育し、心身ともに
健やかな育成を図る。

2,817,351 保育課

放課後児童対策事
業
（Ｐ149）

昼間、保護者が就労等で家庭にいない児童の保育を行い
健全育成を図る。また、民間学童クラブに対し、事業の委
託をするとともに運営費を助成する。令和２年度は、公立
学童クラブ全５０か所に熱中症アラームを配置する。

147,990 保育課

生活保護事業
（Ｐ156）

生活に困窮する市民に対して、その困窮の程度に応じて
必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活の保
障と自立の支援を図る。

4,089,250 生活福祉課

予防接種事業
（Ｐ159）

予防接種法に定められた対象疾病の発生やまん延を予
防するため、対象者に対して予防接種を行う。

547,485 健康づくり課

母子保健事業
（Ｐ170）

妊産婦及び乳幼児の健康保持・増進を図るため、乳幼児
健康診査、訪問指導、各種教室等を実施するとともに、発
達障害の疑いのある幼児及びその養育者への支援を行
う。

144,275 健康づくり課

健康増進事業
（Ｐ173）

市民の健康増進を図るため、各種検（健）診及び生活習
慣改善に関する健康教育・健康相談等を実施するほか、
心の健康づくりを推進する。

391,739 健康づくり課

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

国民健康保険事業
（特別会計）

国民健康保険事業の円滑な運営を図る。 19,075,956 保険年金課

後期高齢者医療事
業
（特別会計）

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者
医療制度に係る業務を行う。

2,426,186 保険年金課

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「温暖化対策」低公
害軽自動車導入奨
励事業
（Ｐ163）

地球温暖化対策の一環として、低公害軽自動車を購入
し、軽自動車税を納めた方に、軽自動車税相当額を奨励
金として交付する。

1,810 環境政策課

「温暖化対策」太陽
光発電等普及推進
事業
（Ｐ163）

地球温暖化対策のため、市内の住宅等に太陽光発電シ
ステム、地中熱利用システム等を設置する費用の一部を
補助する。

28,227 環境政策課

「温暖化対策」電気
自動車充給電設備
普及推進事業
（Ｐ164）

地球温暖化対策及び災害等非常時の電源確保のため、
電気自動車やプラグインハイブリッド車を蓄電池として、住
宅の電源に使用できる電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ）を
設置する費用の一部を補助する。

500 環境政策課

クビアカツヤカミキリ
被害拡大防止事業
（Ｐ164）

特定外来生物に指定されたクビアカツヤカミキリが桜や桃
等の樹木に寄生し、衰弱させ、枯死させる被害の拡大防
止を図るため、被害木の伐採費用の一部を補助する。

1,000 環境政策課

大里広域市町村圏
組合負担事業
（Ｐ178）

大里広域市町村圏組合（２市１町で構成）における清掃事
業（可燃物・不燃物処理・長寿命化施設整備）に対する経
費を負担する。

1,584,793 環境推進課

合併処理浄化槽維
持管理費補助事業
（Ｐ178）

合併処理浄化槽の適正な管理の促進を図るため、合併
処理浄化槽の維持管理経費の一部を補助する。

59,000 環境推進課

塵芥収集業務経費
（Ｐ179）

市民生活から発生するごみを公衆衛生及び生活環境に
支障が生じないよう、市民に適正に排出してもらい、収集
する。ごみの収集日や分別方法などをスマートフォン等を
活用し、情報提供を行う。令和２年度は、外国人に、ごみ
排出方法をわかりやすく説明するため、多言語版のごみ
分別冊子を作成する。

323,970
環境美化セ
ンター

ごみ減量対策事業
（Ｐ181）

ごみ減量化の推進を図るため、リサイクル工作教室を実
施するほか、コンポスターや電気式生ごみ処理機の購入
補助を行う。

4,638 環境推進課

農業集落排水事業
（特別会計）

農村集落環境の向上に資するよう、農業集落排水施設の
維持管理を行う。

395,751 農地整備課

（単位：千円）

６　環境対策
（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

道路維持経費
（Ｐ224）

道路パトロールや陳情、要望等に基づき、道路施設の維
持管理を実施する。また、生活環境の改善を図るため、計
画的に舗装打替工事を行う。

466,962 維持課

排水路等維持管理
経費
（Ｐ227）

農業用用排水路を除く排水路や調整池の維持管理を行う
とともに、水路環境改善のための整備工事を行う。

118,672 河川課

通学路交通安全対
策事業
（Ｐ228）

子供達が安全に通学できるよう、各小学校から半径１キロ
メートルの範囲の通学路の交通安全対策整備を総合的に
実施する。

50,000 維持課

ゾーン３０整備事業
（Ｐ228）

生活道路において「最高速度３０km／ｈ規制」とするため、
交通管理者である警察と連携し、住宅街を中心に、速度
抑制の表示、外側線、路側帯の表示などの交通安全対策
を行う。令和２年度は、江南中央地区を実施する。

10,000 維持課

道路整備事業
（Ｐ229）

狭あいな生活道路について拡幅・改良等の整備を行う。ま
た、道路冠水の防止、交通安全の確保及び生活排水の
処理先確保による良好な生活環境の整備のため、側溝整
備や舗装新設等を行う。

384,824 道路課

東武熊谷線跡地道
路改良事業
（Ｐ230）

大幡中学校北側道路から県道太田熊谷線までの未整備
区間約２，６４０ｍを整備する。令和２年度は、約１，３００
ｍの道路整備を行う。

146,000 道路課

市道９０００７号線道
路改良事業
（Ｐ230）

県道武蔵丘陵森林公園広瀬線から吉岡地区の工業地域
を結ぶ約１，４００ｍを整備する。令和２年度は、用地買
収、物件補償等を行う。

114,770 道路課

池上地区「道の駅」
関連道路整備事業
（Ｐ231）

池上地区「道の駅」アクセス道路として、国道１７号バイパ
スからミニ工業団地までの約９８０ｍを整備する。令和２年
度は、測量及び概略設計を行う。

20,000 道路課

橋りょう整備事業
（Ｐ231）

経年劣化等による大規模な改修工事が必要となる前に補
修を行い、橋りょうの機能を維持することで、橋りょうの利
用における安全を確保する。橋長２ｍ以上の橋りょう全て
を対象に健全性の診断を行う。橋りょう修繕工事について
は、長寿命化修繕計画を基に計画的に行う。

112,000 維持課

都市計画基本方針
等策定事業
（Ｐ240）

本市の都市計画についての体系的な指針となる都市計画
マスタープラン及び本市が目指す「多核連携型コンパクト
＆ネットワークシティ」を実現するための立地適正化計画
を令和３年度までに策定する。

13,000 都市計画課

道路ネットワーク検
討調査事業
（Ｐ240）

新たに整備された幹線道路ネットワークによる市内の交
通量を調査するとともに、将来交通量の推計を行い、今後
の本市の道路ネットワークの在り方を検討する。

7,000 都市計画課

（単位：千円）

７　道路対策・交通対策・都市計画
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

籠原駅南口線道路
改良事業
（Ｐ242）

籠原駅南口から県道深谷東松山線までの未整備区間約
８２０ｍを整備する。令和２年度は、用地買収、物件補償
及び道路整備を行う。

202,925 道路課

市役所通線道路改
良事業
（Ｐ242）

交通渋滞の解消及び安全を図るため、市役所通線と国道
１７号の交差点北側の右折レーンについて、拡幅工事を
行う。

9,900 道路課

土地区画整理事業
（特別会計）

健全な市街地の形成と宅地の利用増進を図るため、土地
区画整理事業を次のとおり実施する。

1,446,053

　籠原中央第一土地
　区画整理事業

　○換地処分準備　等 (119,077)
土地区画整
理西部事務
所

　上石第一土地区画
　整理事業

　○街路築造、汚水管埋設工事
　○家屋等移転補償　等

(522,534)
土地区画整
理中央事務
所

　上之土地区画整理
　事業

　○街路築造、汚水管埋設工事
　○家屋等移転補償　等

(804,442)
土地区画整
理中央事務
所

水道事業

安全で安心なおいしい水の安定供給を図るため、事業を
実施する。施設の老朽化に伴う更新費用の増等に対応す
るため、令和２年度から水道料金を引き上げる。
令和２年度の主な事業
　○江南浄水場電気・機械設備更新工事
　○老朽管更新工事　等

8,156,000

下水道事業

公共下水道の普及を促進し、生活環境の整備を図るた
め、事業を実施する。
令和２年度の主な事業
　○事業認可区域内の汚水管渠の整備、既設老朽管の
　　 改修工事  等

6,192,000

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

農地利用最適化推
進事業
（Ｐ192）

農業者の高齢化や後継者不足等により年々増加している
荒廃農地を復元し、担い手農家への貸付けを促進するた
め、ＪＡくまがや、農業委員及び農地利用最適化推進委員
と連携し、荒廃農地を除草する費用等の一部を補助す
る。

6,400
農業委員会
事務局

産地づくり対策事業
（Ｐ195）

米のブランド化を図るため、水稲種子の購入費を助成し、
売れる米作りの推進により農業所得の向上を図る。また、
希少品種で味が良い妻沼茶豆をはじめ、地場産農作物の
ブランド化を促進するため、トップセールスや親善大使等
を通じてＰＲを図る。

12,048 農業振興課

８　商工業・産業振興

（単位：千円）

（単位：千円）

上下水道部
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

耕作放棄地解消対
策事業
（Ｐ196）

耕作放棄地を再生し、当該農地を５年以上継続して利用
することが見込まれる経営体に対し、１０アール当たり３万
円の助成を行う。

3,000 農業振興課

農地中間管理事業
（Ｐ196）

農地中間管理機構が農地を借り受けて、担い手に対し、
まとまりのある形で利用できるよう配慮して貸し付け、農
地の集積・集約化等を図る。

20,256 農業振興課

多面的機能支援事
業
（Ｐ197）

水路、農道等の地域資源の保全と質的向上を図るため、
適切な保全管理や補修等に取り組む地域の活動組織に
対し、補助金を交付する。

197,581 農地整備課

ほ場整備事業
（Ｐ198）

農地集積の加速化や農業の生産性の向上を図るため、
池上地区、上之東部地区、下増田地区及び日向地区の
ほ場整備事業を推進する。

44,360 農地整備課

個店連携応援事業
（Ｐ212）

市内商業の活性化と若手商業者の育成を図るため、個店
が連携して取り組む商品開発やイベントなどに対し、費用
の一部を補助する。

4,140
商工業振興
課

ＮＥＸＴ商店街くまが
や事業
（Ｐ213）

中心市街地の商店街の活性化及び賑わいの創出のた
め、空き店舗等の活用やイベントの開催の支援を行う。

6,386
商工業振興
課

めぬま物産センター
移転事業
（Ｐ218）

地産地消の推進及び地場産農作物の販路拡大を目指
し、めぬま物産センターを移転し、拡張するための用地整
備を行う。令和２年度は測量を行う。

10,100
妻沼行政セ
ンター

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

ユニバ―サルデザイ
ンタクシー補助事業
（Ｐ86）

東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向け、高齢者や
障害者、訪日外国人旅行者をはじめ、誰もが利用しやす
いタクシーの普及促進を図るため、ユニバーサルデザイン
タクシー車両の購入等を行うタクシー事業者に対し補助す
る。

4,500 企画課

国際理解促進事業
（Ｐ98）

熊谷市国際交流協会と連携し、多文化共生と国際交流を
進めるための各種事業を行う。

4,372 広報広聴課

（単位：千円）

９　スポーツ・観光・交流

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

ラグビータウン熊谷
推進事業
（Ｐ101）

総務省・文部科学省が推進する「スポーツ拠点づくり自立
促進事業」の認定を受けた全国高等学校選抜ラグビー
フットボール大会を核とし、ラグビータウン熊谷を全国に発
信する。

6,500

ラグビー
ワールドカッ
プ２０１９推
進室

熊谷さくらマラソン大
会事業
（Ｐ101）

市民及び全国各地からの市民ランナーが参加するマラソ
ン大会を実施し、本市をＰＲするとともに、健康の増進、体
力の向上を図る。

5,000
スポーツ観
光課

高校女子サッカー大
会（めぬまカップ）事
業
（Ｐ101）

全国から４８チームを選考し、高校女子サッカー大会を開
催する。女子サッカーの普及・発展に寄与し、競技レベル
の高い大会を行うことで全国に本市をＰＲする。

4,000
スポーツ観
光課

東京２０２０オリンピッ
ク・パラリンピック関
連事業
（Ｐ103）

東京２０２０オリンピックの聖火リレーや聖火到着のセレブ
レーションセレモニーを行い、オリンピック・パラリンピック
に向けた更なる機運の醸成を図るとともに、本市の魅力を
広く発信する。

26,285
スポーツ観
光課

熊谷うまいもんカップ
実施事業
（Ｐ214）

市内グルメ及び「熊谷うどん」のＰＲのため、熊谷スポーツ
文化公園において、産業祭と同時開催する。

9,800
スポーツ観
光課

スカイスポーツフェス
タ事業
（Ｐ215）

グライダーをはじめ熱気球やハンググライダーなどの団体
が一堂に会し搭乗体験等を行う「埼玉スカイスポーツフェ
スタ」の運営費の一部を補助することにより、スカイスポー
ツの振興とスカイスポーツのメッカとしての熊谷を発信す
る。

1,540
スポーツ観
光課

「まつりのまち熊谷」
伝統行事等支援事
業
（P215）

本市の観光振興を図るため、観光協会が支援する各種伝
統行事等の運営を補助することにより、伝統を守り、観光
客の誘致増大に努める。

59,300
スポーツ観
光課

熊谷運動公園管理
運営経費
（P246）

利用者の利便性の向上を図るため、テニスコートのＣコー
トの人工芝化、バリアフリーに配慮したトイレへの建替え
及び屋内プールの中央監視盤装置の更新を行う。

389,559
うち190,000

公園緑地課

１０　教育・文化

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

人件費
（Ｐ265）

251,030
うち86,320

学力向上対策推進
事業
（Ｐ267）

2,705

人件費
（Ｐ265）

251,030
うち79,289

特別支援教育推進
事業
（Ｐ269）

2,925

（単位：千円）

児童・生徒一人一人に対するきめ細かな指導を通して学
力の向上を図るため、全小・中学校に学力向上補助員を
配置する。令和２年度は、１０名増員し１１０名とする。

学校教育課

特別支援学級に在籍する障害のある児童生徒の学校生
活における指導の充実を図るため、特別支援教育支援員
を配置する。令和２年度は、４名増員し９２名とする。

学校教育課

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

小中学校ＩＣＴ環境整
備事業
（Ｐ269）

児童・生徒の情報活用能力の育成と教職員の指導力向
上・負担軽減を図るため、小学４・５年生と中学１～３年生
の普通教室等に電子黒板、指導者用コンピューター及び
実物投影機を導入する。

43,756 学校教育課

要保護及び準要保
護児童就学援助事
業（小学校）
（Ｐ274）

82,080

要保護及び準要保
護生徒就学援助事
業（中学校）
（Ｐ278）

91,510

小学校校舎大規模
改造事業
（Ｐ275）

28,200
R１繰越明許費

520,000

中学校校舎大規模
改造事業
（Ｐ279）

151,000
R１繰越明許費

300,000

小学校トイレ整備事
業
（Ｐ275）

14,000
R１繰越明許費

470,000

中学校トイレ整備事
業
（Ｐ279）

10,700
R１繰越明許費

319,000

事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

議会運営経費
（P62）

346,739
うち5,467

議会事務局

文書管理業務経費
（P74）

26,747
うち1,405

庶務課

広報発行事業
（P73）

「市報くまがや」、「熊谷市くらしのカレンダー」等、定期刊
行物の発行やホームページにより、市政の広報活動の充
実を図る。また、最新の市政情報などを電子メール、ツ
イッター、フェイスブック、ユーチューブ等により配信する。

99,098 広報広聴課

道路等通報システム
事業
（Ｐ76）

道路・公園設備の破損や防犯灯の故障等について、ス
マートフォンから写真及び位置情報付きで投稿できる無料
のアプリケーションを使用し、市民から投稿があった場合
にメールで通知を受け、迅速に現場で補修等の対応を行
う。

594 広報広聴課

１１　行政サービスの向上

（単位：千円）

市議会等におけるペーパーレス会議の実現を図るため、
会議資料を電子化して閲覧できるタブレット端末を導入す
る。

経済的理由により就学が困難と認められる児童生徒の保
護者に対して、援助を行うことにより義務教育の円滑な実
施を図る。

教育総務課

児童生徒の教育環境の向上を図るため、老朽化した校舎
の外壁改修、屋上防水工事等を計画的に実施する。令和
２年度は、熊谷東中学校を当初予算に計上、また、熊谷
西小学校、籠原小学校及び三尻中学校について、令和元
年度３月補正予算に計上し、令和２年度へ繰り越して実施
する。

教育総務課

児童生徒の教育環境の向上を図るため、トイレの洋式化
等の改修工事を計画的に実施する。令和２年度は、玉井
小学校、妻沼小学校、江南南小学校、吉岡中学校及び妻
沼西中学校について、令和元年度３月補正予算に計上
し、令和２年度へ繰り越して実施する。

教育総務課

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

「総合戦略」ＦＭクマ
ガヤ市政情報提供事
業
（P76）

ＦＭクマガヤとの連携により、防犯・防災情報や健康、イベ
ント情報等の市政情報を発信する。

2,000 広報広聴課

本庁舎維持管理経
費
（P79）

本庁舎の適正な維持管理を行うとともに、蛍光灯照明器
具の生産中止対応及び電気使用料の縮減のため、令和
４年度までに計画的にＬＥＤ照明器具に更新する。令和２
年度は、事務棟４・５階を実施する。

146,088
うち25,000

庶務課

総合交通体系整備
促進事業
（P83）

市内のバス輸送交通の利便性の向上を図るため、新た
に、ゆうゆうバス「くまぴあ号」を運行するほか、７０歳以上
の運転免許証返納者に対し、高齢者向け路線バス定期
券の購入費用の一部を補助する。

126,554 企画課

高度情報化推進事
業
（P84）

行政事務の効率化を図るため、情報処理の電子化を推進
する。令和２年度は、各種業務におけるデータ入力の反
復作業等をソフトウェアに代行させるＲＰＡ（ロボティック
プロセス　オートメーション）の導入を目指し、その効果の
検証を行う。

10,335 情報政策課

ふるさと熊谷応援寄
附金推進事業
（Ｐ85）

財源確保を図るため、ふるさと納税制度を活用し、市の特
産品等を全国にアピールすることにより、本市へのふるさ
と寄附を推進する。

11,142 企画課

統合型ＧＩＳ整備事業
（P92）

行政事務の効率化及び窓口業務の迅速化を図るため、
庁内の各部署で保有・分散管理する地図情報を、統合し
て管理するシステムを運用する。また、地図情報をイン
ターネット上で閲覧可能とすることによって、市民の利便
性の向上を図る。

13,587 情報政策課

庁舎Ｗｉ-Ｆｉ環境整備
事業
（P92）

市役所本庁舎事務棟及び議会棟並びに各行政センター
にＷｉ－Ｆｉを整備し、タブレット端末等を活用した行政サー
ビスを提供するとともに、災害発生時には、回線の一部を
市民に開放し、災害情報の収集手段として活用する。

5,394 情報政策課

戸籍等業務経費（市
民課総合窓口の業
務委託化）
（Ｐ112）

市民課総合窓口における案内業務に加え、証明書発行
業務を令和３年１月から委託化する。

70,019
うち31,500

市民課

マイナンバーカード
等交付事業
（Ｐ113）

令和４年度末までに大多数の市民に対しマイナンバー
カードの普及を図る国の交付円滑化計画に対応し、専用
窓口及び専用申請端末を設置の上、交付の推進を図る。

150,698 市民課

住民票等コンビニ交
付事業
（Ｐ113）

市民サービスの向上と窓口の混雑緩和を図るため、コン
ビニエンスストアにおいて、マイナンバーカードを用いて住
民票の写しや市県民税所得・課税証明書等の交付を行
う。

8,915 市民課

（単位：千円）
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事　　　項 概　　　　　　　　　　要 金  額 備  考

○人件費の削減
職員定員管理の適正化や事務事業の見直しにより総人
件費の削減を図る。

（一般会計）
12,874,925

（特別会計）
373,896

職員課
消防総務課
教育総務課

○市債償還経費の削減
適債事業の選定等により、新規発行額の抑制に努め、市
債残高の縮減を図る。

4,324,962 財政課

健全な財政運営の推
進

（単位：千円）
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